
 

 

平成１９年度行動計画における取組 

○ 所得情報を基に、未納者を強制徴収対象、納付督励対象、免除等申請勧奨対象に区分し、さらに未納
月数毎に細分化し、各区分の未納者属性に応じた督励・勧奨方法、スケジュール及び担当者を明確にし
て督励等を実施。 

○ また、納付月数の増加目標と免除等申請受理目標をそれぞれ設定し、分子と分母の両面への取組を具

体化した。（概念図参照） 
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納 付 率 の 向 上 及 び 未 納 者 数 減 少 へ の 取 組 （ 概 念 図 ）

13　　　　　　　　　　　～　　　　　　　　　　　２４１　～　６ ７　～　１２未納月数

○「申請免除（全額・多段階）制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底
     →　１８年度所得情報による新たな納付困難者に対する申請勧奨の徹底
       →　継続免除却下者に対する速やかな納付督励及び若年者納付猶予、多段階免除申請勧奨の実施

○「学生納付特例制度」「若年納付猶予制度」の周知及び申請書の提出勧奨の徹底
　　　→　１８年度所得情報による新たな納付困難者に対する申請勧奨の徹底
　　　　→　継続免除（若年）却下者に対する速やかな納付督励及び多段階免除申請勧奨の実施
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○短期未納者
　
　・速やかな初期対応及び
　　２次対応を含めた各督
　　励の連携
　（文書→電話→戸別（繰
　　り返し））

○強制徴収対象者

　 ・強制徴収の早期着手及び速やかな滞納 処分
　　 への移行

○中長期未納者
　
　　・強制徴収を前提とした督励
　　・口座振替申請書受理の徹底

　

○中期未納者
　
　・強制徴収を前提とした督励
 　・口座振替申請書受理の

　　徹底
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所 得 層 、 未 納 期 間 、 年 齢 、 督 励 事 蹟 等 の 属 性 別 に 未 納 者 数 を 把 握

○中期未納者

　・各督励の連携
 　・口座振替申請書受理の
　　徹底
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　○多段階免除承認者（１／４，半額、３／４）　　　・承認と同時に納付督励を実施

○短期未納者
 
  ・速やかな初期対応及び
　　２次対応を含めた各督
　　励の連携
　（文書→電話→戸別（繰
　　り返し））

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


